

























































































































































































































































































のとき、 は によらない一定値をとるから、エイジェントは自己の決定変数 に対
して無差別となる。




















































































































































（ ）エイジェントの参加条件、（ ）エイジェントの有限責任条件、（ ）プリンシパルの検
査資源制約、（ ）プリンシパルが検査結果を隠蔽しない条件。エイジェントの参加条件は、










































































































































νでのβ無差別条件が満たされて が に対して無差別になった場合、 は
式のようになり、努力確率 を残した形で表現された。そこで、エイジェントの期待効







効用も に対して無差別となる場合を考えよう。 が に対して無差別になる条件











































































て 式を満たし均衡を達成できる の範囲は図 のようになる。
図 と の関係














はいかなる を選択するだろうか。 の に関する偏微分を計算すると
となるから、プリンシパルはできるだけ小さな を選択する。




ては および となる。 これらは、自
































































補題 αでのβ無差別条件による均衡において、所与の に対して報酬 が有限責
任条件を侵害しない条件は図 のようになる。




















まず、プリンシパルの検査技術と検査資源制約が である場合に、 と のどち
らが大きくなるかを調べよう。両者の差をとると
となるが、 の係数の分母は正







利得 は、少なくとも を満たすほどに（十分）大きいと仮定する。なお、関数 は 式で
定義されたものである。
式は弱意の不等式であるから、より厳密に表現するならば「（弱い意味で）凌駕される」となろう。さ








































によって、 に対して とすることを前提として、参加条件 が等
号で満たされている場合に、ナッシュ均衡の実現に必要なα無差別条件 およびν
無差別条件 が成立するならば、











となる においては、検査技術 の水準にかかわらずペナルティ は負となり、エイジェ
ントはプリンシパルに支払いをしなければならない。このような の条件を、具体的な形で
表現してみよう。 式を について整理すると
となる。分母は正であるから、分子 の符号が式の符号と一致する。 の の係































すれば、彼女は すなわち を選択する。このようにして が決定する















となるが および は不定である。次に、 式より
となるから、 したがって、 を得る。






































ことが、次のようにしてわかる。仮に とすると、 式から でなければなら
ない。すると 式から は不定となる。したがって、 式から と も不定となり、










































































































































から、 と との間にあるべき関係を示すと図 のようになるが、これから、 の
最大値は であることが容易にわかる。 そこで、 を 式と連立させて
解を求めると、











付録 補題の導出 補題 の導出
の場合には、 式は
と表現される。この式の右辺の分子は正であり、分母は仮定により負であるから、右辺自体
は負となる。左辺の は定義から 以上の実数であるから、 式は に関して何ら新
たな制約を加えるものではないことがわかる。したがって、検査技術 が 式の範囲に
ある限りにおいて、検査確率の逆数 に関する制約は一切なく、プリンシパルは、検査確





左辺の は 以上であったから、 式を満たす が存在するためには、右辺はどんな
に小さくても を満たしている必要がある。この条件を について整理すれば、
となる。したがって、検査技術 が 式の範囲にある場合には、さらに が 式
を満たすとき、すなわち のときに限って なる が存
この知見が成立するための前提として、 という条件が必要であることに注意する必要がある。
の場合には、 となってしまうため、 式を満たす 自体が存在しなくなってしまう
ためである。
ここで は自明である。





と定義すると、 式は と表現される。二次方程式 の判別式
をとると となるから、 は異なる二実根を










と結論される。しかし、 はその定義から 以上であるから、結局、小根 以下の は
式を満たしても、考察の前提である を満たさないので、考察の対象とはなら
ないことがわかる。
次に、大根 と の大小関係を調べる。 を で偏微分すると
なお、 すなわち の場合には の分母がゼロとなるから、 を有限の数
値に限定すれば分子もゼロである必要がある。したがって となるが、これはあり得ないから
の場合は考察対象から除外する。
ここに の添え字の と は、それぞれ および の頭文字をとっている。












付録 補題の導出 補題 の導出
式の分子は正となるから となり、この場合も関数 は単調増加関数となるか
ら、結局、無条件で は単調増加関数であることがわかる。
ここで、 のときの大根 の値を計算すると、 式から
となる。 したがって、 の極限においては、すべての において
図 （その１）
式が成立するから、プリンシパルは、検査確率 を なる範囲から自由に








付録 補題の導出 補題 の導出
部分に次のように名前をつける。




においては、図 に示されるように、 なる において 式が成立するか
ら、プリンシパルは、検査確率 を と
いう範囲から選択することができる。次に、関数 の値が となるときの の値を求め
よう。 とおいて、これを について解く
と が得られる。したがって、 においては、図 に示される




るから、 は のすべての値を、したがって、検査確率 は のすべての値
付録 補題の導出 補題 の導出
図 （その３）
をとり得る。関数 は単調増加関数であるから の増加とともにゼロから次第に増加
し、 のときに となる。したがって、 において
は、 は 以下であるから、 は のすべての値を、したがって、検査確率 は
のすべての値をとり得る。さらに が増加し の範囲にある
ときには、 となるから、 は なる範囲における値を、したがって、検査
確率 は なる範囲における値をとり得る。
ここで、 とする の値である と、左条件から と の関係を導くと
きの場合分けの基準値となった の大小関係を調べておこう。
となるが、分母および分子の第一項は正であり、正にも負にもなり得




付録 補題の導出 補題 の導出














付録 補題の導出 補題 の導出
くことにする。
が成り立つと仮定して、これを変形すると
















と の大小関係が問題となるのは なる の領域であるから、これを変形して
を得る。










すると、 も も正だから、両者の大小関係は と の大小関係と同じである。そこで、
両者の差をとると










して、 なる の領域において、 式を考慮した場合においても
の範囲内で、なお均衡解として有効な が存在し得るか否かを調べる。具体
的には、
を満たす が存在するか否かを調べればよい。 式の前半部分を満たす が存在する
のは自明である。後半部分を について整理すると






盾する。これは、 式を満たす が の範囲内に存在しないとする仮定が
誤りであることを示しており、したがって、 式、すなわち 式を満たす が存
在することが示された。上記考察を便宜上 とよんでおく。
次に、同じく を前提として、 なる の領域にお
いて、 式を考慮した場合においても の範囲内で、なお均衡解として有効
は、 の頭文字をとったものである。
付録 補題の導出 補題 の導出
な が存在し得るか否かを調べよう。そのためには、
を満たす が存在するか否かを調べればよい。考察 と同様に、 式の前半部分
を満たす が存在するのは自明であるから、後半部分のみを考察すればよい。後半部分を
について整理すると
となる。いま仮に、 式を満たす が の範囲内に存在しないとすると、
となる。分母をはらって変形すると となり、矛盾が導
かれる。これは、所期の仮定が誤りであることを示しており、したがって、 式、すな
わち 式を満たす が存在することが示された。この考察を とよぶことにする。
と によって、図 における の場合についての考察が終了したの
で、次に
の場合について、図 の右側から順次考察を続けよう。 式を前提として、
なる の領域において、 式を考慮した場合においても の範囲内で、な
お均衡解として有効な が存在し得るか否かを調べる。そのためには、




なる の領域において、 式を考慮した場合においても の
範囲内で、なお均衡解として有効な が存在し得るか否かを調べる。そのためには、
付録 補題の導出 補題 の導出































なる の領域において、 式を考慮した場合に が存在するかどうかを調べ





































を意味することがわかる。以上、 式と 式から、 は を
意味することがわかった。（導出終わり）
なお、 すなわち、 の場合には の分母はゼロとなるから、
が少なくとも有限の数値であるためには分子もゼロである必要がある。どのような に対しても分子がゼロであ
るためには、 すなわち でなくてはならない。したがっ
て、 が成り立つ必要があるが、これを満たす は のみである。これ
は の定義である に反するので、 のときには を満たすことはできない。
この事実は次のようにして確かめられる。 であるか
ら は の単調増加関数である。そして、 すなわち
であり、また であるから
式が成り立つ。
付録 補題の導出 補題 の導出
補題 の導出



























ここで、小根 とゼロとの大小関係について、 を右条件の場合の と同一視するこ
とで、右条件に関する考察で展開した議論を利用することができ、その結果、 とな
ることがわかる。したがって、大根 と の大小関係、および、大根 と 右条件にお
ける大根 の大小関係によって、左右両条件を同時に満たす が存在するか否かが異な
る。この場合分けの状況を と のグラフを用いて概観すると、図




付録 補題の導出 補題 の導出
図 と の関係（その１）
さて、 のときの の値を計算すると、 式から
となるから、 の極限においては、 において 式が成立するものの、




であるから は に達しておらず である。したがって、 の大
小関係は図 のようになり、唯一 において左右両条件が満たされ、均衡が成立す
ることがわかる。関数 は の増加関数であったから、 におい
て均衡を与える は存在しないこともわかる。
検査技術が の場合、 はまだ に達しないが は を
超えるから、 の大小関係は図 のようになり、 なる が左右
両条件を満たし均衡を達成する。 そして、 になると となるから、
なる が均衡を与える。この状況を図示すると図 のようになる。
付録 補題の導出 補題 の導出
図 と の関係（その２）
さらに が大きく となる場合は、 も を超えるから、
なる が均衡を与える。この状況を図示すると図 となる。
以上の考察から得られた と の関係をまとめると、図 のようになる。それぞれの
において、上段は右条件を満たす の条件、下段は左条件を満たす の条件をそれぞれ
表している。確かに、 においては なる が均






はじめに なる の領域において、 式を考慮した場




を満たす が存在するか否かを調べればよい。 式の前半部分を満たす が存在する
のは自明であるから、後半部分のみを考察すればよい。後半部分を について整理すると
となる。いま仮に、 式を満たす が の範囲内に存在しないとすると、
となる。分母をはらって変形すると すなわち
となり、矛盾が導かれる。これは、所期の仮定が誤りであることを示しており、したがっ
て、 式、すなわち 式を満たす が存在することが示された。
次に なる の領域において、 式を考慮した場合においても
の範囲内で、なお均衡解として有効な が存在し得るか否かを調べる。とこ
ろが、この問題に関しては、すでに第 章における考察 で議論されており、肯定的な





まず、 に対する の最適反応と に対する の最適反応の組から考察する。あり得る









付録 補題の導出 補題 の導出
図 と の関係（その５）





よる均衡においては、 において となったから、 式では均衡
を表現することができない。したがって、パターン は本均衡の最適反応の組を表してい
ない。
パターン の検討に移ろう。付録 での調査結果から、所与の に対してパターン の
ような の最適反応曲線をエイジェントが示すのは、






方、付録 での調査結果から、所与の に対してパターン のような の最適反応曲線を
プリンシパルが示すのは、






ることがわかる。これは のとき満たされる。パターン の 式の右辺を左辺
に移項すると、
となるから、 式は を意味するが、これも のとき満た




















ン においては 式と 式が 式と矛盾することになり、本均衡を表現で
きないことがわかる。パターン については、上で検討した三式の代表として 式
だけを取り上げて検証すれば十分である。報酬の定義式である 式、 式、 式、
および 式を 式に代入すると、 となり、

















付録 補題の導出 補題 の導出
の三条件が成立する場合（これをパターン と記す）のみであることがわかる。パター
ン の最適反応とパターン の最適反応の組み合わせを図示すると、図 （この組み
合わせをパターン と記す）のようになる。
それでは、実際にパターン の各条件式が本均衡を表現しているかどうかを確かめよ





となる。これを について整理すれば となるが、これは の
とき満たされる。したがって、パターン は本均衡を表現している。以上から、パター












均衡のうち、プリンシパルにとって最も有利な均衡は、図 における が となる特殊ケースである。
添字 は大文字であって、以前に（小文字の添字 を用いて）定義した と混同しないよ
うに注意されたい。
付録 補題の導出 補題 の導出
と考えることができる。さて、 式を について整理し直すと
となるから、 すなわち の場合は と
なり、 すなわち の場合は と表現される。 こ



































付録 補題の導出 補題 の導出
となる。これは、報酬 が有限責任条件を侵害しないための条件と同じものであるから、
同条件が満たされている限り 式も成立する。パターン の第二条件については、
と に なる関係があるから、 となり、 式
が成立する。パターン の第四条件である 式についても となる
から成立する。以上から、αでのβ無差別条件の場合にはνでのβ無差別条件の場合と異
なり、パターン が起こることがわかる。
パターン に対応する の反応はパターン とパターン のどちらだろうか。この













付録 補題の導出 補題 の導出




となる。 式における は正であるが、 式における は負であることに注意








めて図示すると、図 のようになる。 これから、パターン の第三条件が成立する
図 パターン の第三条件が成立する条件






















付録 補題の導出 補題 の導出
の三条件が成立する場合（これをパターン と記す）のみであることがわかる。
実際にパターン の各条件式がαでのβ無差別条件による均衡を表現しているかどうかを




応の組は、パターン のうち という特殊ケースと、パターン のうち とい
う特殊ケースの組み合わせとして表現されることがわかった。この様子を図示すると、図
のようになる。
ここで、報酬 が有限責任条件を侵害しない条件である 式から 式と、パ










は、まず、 の場合には、 のときに なる について均衡が存在
する。次に、 の場合には、 のときに なる
について均衡が存在し、 のときに なる について均衡が存在す
る。そして、 の場合には、 のときに
なる について均衡が存在し、 のときに なる について均衡が存在
する。（導出終わり）
パターン とパターン の組をパターン と記す。
式については等号で成立する。
ただし、 を満たす が常に存在するとは限らない。 となることもあれば、
となることもあるからである。
付録 補題の導出 補題 の導出
補題 の導出





る。分子における の係数 に着目すると、 のとき と
なるから、 の分子である は凸関数となる。また、 のときでも
のときは となるから、 はやはり凸関数となる。しかし、




たがって、関数 の概要を図示すると、 が凸関数のときは図 のようになり、










付録 補題の導出 補題 の導出
図 （その１）
付録 補題の導出 補題 の導出
図 （その２）
となり、 その他の複素数解が
付録 補題の導出 補題 の導出
図 （その１）
および
























































付録 純粋戦略均衡を前提とした場合 補題 の導出




参加条件 式が等号で成り立つ場合を考え、 を を使って表すと
となるから、 と の差をとると となる
が、 式から、これは より大きくなくてはならないから、 となる。 し
たがって、小さな正数 によって と書ける。このとき 式から
は となる。次に に対する制約を調べよう。 式から
であるから、
となる。したがって、 式を前提とした の上限 は
となる。また、 式から であるから、
したがって、 式を前提とした の上限 は
となる。 式と 式は同時に満たされなければならない。ところが、明らかに
であるから、結局、 式と 式を前提とした の上限 は
となる。したがって、小さな正数 によって




































のときに、 における の係数が正となるから、エイジェントは を選択する。い




のときエイジェントは に無差別になり、 のとき が選択される。



















まず、 式の右辺の分子が すなわち、 の場合
は となり、したがって、 のときに が選択される。この
ケースにおいて、 に対するプリンシパルの に関する最適反応曲線は、図 のように
なる。
図 → 最適反応１




次に、 式の右辺の分子が すなわち、 の場合







































次に、 式の右辺の分子が すなわち、 の場合
に対するプリンシパルの の選択 ケース
図 → 最適反応７
には、 となり、 のときに が選択されるから、プリンシパルの
最適反応曲線は、図 となる。
ケース
そして、 式の右辺の分子が すなわち、 の場






























はじめに、 式の の係数が、 となる場合を考えよう。

































ケース まず、 式の左辺の の係数に着目して、
すなわち、 の場合には、 式は
と変形できる。そして、このとき となるから、 のとき が選
択される。このとき、エイジェントの最適反応曲線は図 のようになる。
ケース 次に、 式の左辺の の係数が、 す
なわち、 の場合には、 式は と変形される。こ
















ケース まず、 式の左辺の の係数に着目して、
すなわち、 の場合には、 式は と変形できる。こ




ケース 次に、 式の左辺の の係数が、 す
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